
①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
（財源）国・都
からの補助金等

556,621

人件費

総事業費
(①＋⑤)

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤)

人件費比率

1,641,242

557,720

１　政策目標

分　野

1,819,658 1,654,592

項　　目

千円

千円

千円

631,225

計画

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 18政策名 区政を支える基盤整備

政　策
所管部

政策経営部、区長室、危機管理室、選挙管理委員会事務局

２１世紀ビジョンの実現に向けて 分野番号 6

21年度

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

22年度

実績
単位

計画 実績

20年度

57,319,099

1,468,964 1,637,555

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

○地方分権改革や都区制度改革の動きなどを踏まえ、基礎自治体である区には、政策形成能力を高め、尐数精鋭
による簡素で効率的な組織体制の確立が求められています。
○平成15年に危機管理室を設置するなど対応を強化した結果、区内の全刑法犯認知件数は減尐傾向にあるもの
の、新型インフルエンザの発生や高齢者を狙う振り込め詐欺が増加するなど、区民生活の安全・安心のためには、
関係機関等との連携のもと、区の危機対応力のさらなる強化・充実を図る必要があります。
○平成23年3月11日に発生した東日本大震災により、区は被災地への職員派遣や自治体スクラム支援会議の設
置、計画停電への対応を実施しましたが、今後も引き続き復興支援や区民生活の安全確保など区政運営の的確な
対応が求められています。

政策評価表
作成課

政策経営部企画課

○自治・分権の時代にふさわしい人材育成を進めるとともに、区政を取り巻く様々な課題に的確かつ迅速に対応で
きる効率的で効果的な組織体制を構築し、区民サービスの一層の向上を図る。
○区の危機対応力を充実・強化し、地域の犯罪抑止に努めるとともに区民の防犯意識を高め、区民生活の安全・安
心の確保を図る。

59,649,77855,540,8724,117,852 55,680,039

171.97 182.11

565,064 1,447,149 1,606,887

３　政策コスト

実績

13年度

実績

500,000

61,222,544

38.17 163.89 42.10人 35.9735.09 173.53198.21 6.58

359,445

1.2

千円 1,723,561

千円

1,572,766

5,937,510 57,334,631 58,960,341 57,264,433 58,372,398

3.8

3.0 2.630.6% 2.9 2.8

18,619 2,205

56,607,587

599,257

1,461,807

184.15 41.42

1,764,811

188,838

1.9

3.0

千円

% ▲ 1.0

342,039 23,378

▲ 0.1



施策名

内部事務等の適
正かつ効率的な執
行
行政財産の適切な
取得・運営及び維
持管理

政治意識の高揚と
政治参加の促進

効率的で効果的な
組織・体制づくり

危機管理体制の
強化

重
要
度

A

A

A

A

A

指標名

落札率

低公害車保有割合

明るい選挙推進委員が開催
する話し合いの会開催数

職員削減数（累計）

空き巣の発生件数 355.0 237.0 300.0 22

14年度
848.0 931.0 1,015.0 1,000.0 22

106.0 95.0 300.0 22

-

15年度
94.7 95.9 96.4 100.0 -

30.0

14年度

88.2
88.2

387.0

106.0

％

回
19年度

78.0

６　今後の課題と方向性

○自治・分権の時代にあって、基礎自治体である区は、自らの判断と責任に基づき地域を経営していく重要な役割を担って
います。この役割を踏まえ、多様化・複雑化する地域の課題解決に向け、引き続き区民等との協働の地域社会づくりを進める
とともに、効率的で効果的な組織体制の構築に努め、区民サービスの一層の向上を図っていかなければなりません。
○区民生活の基盤である安全・安心の確保には、職員の危機管理意識の向上と組織としての危機対応力の強化・充実、関
係機関等との連携強化が欠かせないものであり、時代の変化を踏まえつつ、これらに引き続き取り組んでいく必要があります。
○特に東日本大震災の影響の長期化を受け、被災地への支援とともに、今後は放射能に対する区民生活の安全・安心施策
を推進するとともに、区役所や区立施設の節電、電力需給対策に適切に対応した区民サービスの確保、さらには今後、想定
される直下型地震への対応など取り組む必要があります。

70

72

73

78 人

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

83
1,206.0

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

18年度

20年度 21年度

％ 88.8

件

90.6 -

225.0

○尐数精鋭による簡素で効率的な区の組織体制の確立に向
け、主として次の取組を進めました。
・外郭団体の整理統合（平成12年度～）
・事業部制を志向した区組織の5部制の導入（平成13年度）
・区事業の民営化・民間委託等の推進（平成13年度～）
・職員定数の1,000名削減（平成13年度～）
・「五つ星の区役所運動」の実施（平成14年度～）など
○区の危機対応力の強化・充実に向け、関係機関等との連携の
もと、主として次の取組を進めました。
・「防災対策条例」の制定（平成13年度 ※平成14年4月施行）
・危機管理室及び安全パトロール隊の設置、自主防犯団体への
活動助成の実施（平成15年度～）
・全小学校に民間警備員の配置、都市型災害対策緊急部隊の
設置（平成17年度～）
・街頭防犯カメラの設置（平成20年度～）
・区業務継続計画（新型インフルエンザ編）の策定（平成21年
度）　 など

○区の職員数については、平成12年から平成22年の10年
間（いずれも4月1日現在）で1,015名を削減しました。また、
区の事業の民営化・民間委託等（協働化）を推進し、全事
務事業に占める協働化率は平成21年度末で59.8％となりま
した。これらの数値は、いずれも行財政改革実施プランに
掲げた目標（平成22年度末）を達成しており、尐数精鋭によ
る効率的で効果的な組織体制づくりを進めることができまし
た。
○顧客満足度の向上を目指して進めてきた「五つ星の区役
所運動」などを通じて、区職員の意識変革が図られていま
す。この結果、全職員調査による「職員のやる気指数」は、
平成22年度上半期の調査で83.3％が「今の仕事にやりが
いを感じている」としており、活力ある組織づくりも着実に進
んでいます。
○区の危機対応力に関しては、この間の警察や防犯自主
団体（約140団体）等と連携した取組により、区内の全刑法
犯認知件数は年々減尐傾向（平成14年度：11,115件→平
成21年度：6,849件）にあります。この結果、昨年11月に実
施した「基本構想に関する区民アンケート」では杉並区の魅
力の第1位に「治安の良さ」があげられており、区民生活の
安全・安心は着実に高まっています。

施策
番号

目標
年度

単位 年度 22年度 目標値



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦ 0

▲ 12.8

54.4

千円

% ▲ 67.4

0 0

▲ 62.8

57,281

0

54,666

7.34 1.00

68,423

125,704

0.9

59.1 55.075.8% 51.9 52.1

0 0 0

▲ 9.4

千円 85,278

千円

74,583

69,538 388,024 134,546 144,175 135,722

1.00 8.40 1.00人 1.000.00 7.905.80 0.00 22.27 9.29

5,621 124,465 59,202

３　政策コスト

実績

13年度

実績

0

55,798

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

○　自治基本条例の施行から約８年が経過し、区民等の意見提出手続や附属機関等への参加など、区民の
　区政への参画と協働の仕組みが定着してきました。平成21年12月には、自治基本条例の改正及び新たに区民
　等の意見提出手続に関する条例を制定し、杉並の自治のさらなる推進を図りました。

○　区民の区政に対する意見・要望の表明手段は、インターネットの普及により、区ホームページを利用する
　割合が増加しています。

○　インターネット利用者数は、平成22年度末現在9,462万人、人口普及率は78.2％です。
　
○　新しい基本構想に関する区民アンケートに5,000人近い区民が回答し、うち80％以上の区民が地域社会へ
　参加したいとの意向を示しています。

政策評価表
作成課

政策経営部区政相談課

○　自治基本条例の理念に基づき、主権者である区民と行政が情報を共有し、活力ある「自治のまち」づくりに

　向けて協働の歩みを進めます。また、区は魅力ある情報を多様な手法で広く発信するとともに、区民等の意見を

　積極的に取り入れ、区民の区政への信頼度向上と区政への参画を推進します。

61,13958,89716,855 186,480

21年度

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

22年度

実績
単位

計画 実績

20年度

64,401

55,999

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 19政策名 区民と行政の協働

政　策
所管部

政策経営部

２１世紀ビジョンの実現に向けて 分野番号 6

１　政策目標

分　野

52,683 201,544

項　　目

千円

千円

千円

0

計画

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤)

人件費比率

70,145

0 0

人件費

総事業費
(①＋⑤)

（財源）国・都
からの補助金等



22年度 目標値

○　平成11年10月より区民の区政に対する意見・要望について
HP上からの受付を開始しました。

○　平成14年度から区民からの意見要望に対する迅速な対応を
目指し、「三日ルール」を開始しました。また、平成17年度から
は、「意見要望システム」の運用を開始し、意見要望について全
庁的な情報共有を図りました。

○　平成15年5月「杉並区自治基本条例」の制定以降、区民意
見の提出手続制度の活用により、区民の意見表明の機会がさら
に拡大しました。平成21年度に自治基本条例の見直しを行って
条例を一部改正し、新たに「杉並区区民等の意見提出手続に関
する条例」を制定し平成22年4月1日に施行しました。

○　平成19年度からは、杉並の街の情報を区民が収集・発信す
る区民参加型ウェブサイト「すぎなみ学倶楽部」の運営を開始し
ました。

○　インターネットの普及に伴い、区のHPからの区民意見・
要望の受付は、22年度で全体の5割となっています。
　
○　三日ルールにより、意見・要　望に対する回答は、平成
14年度平均9.5日に対し平成21年度は4.1日に短縮されま
したが、22年度は4.7日となりました。　区民の意向が迅速
に区政に反映されるようになりました。

○　自治基本条例施行以降、意見提出手続きにより年間3
件の重要な計画や政策について区民から意を伺いその反
映を図りました。従来からの区民意向調査、区政モニター
制度と合わせ、区民の区政への参画と協働を進める基盤
整備が進みました。

○　区ホームページを利用した意見・要望受付、電子区政
モニターやインターネット区民アンケートなど、ITを利用した
区政参加の機会拡大が図られました。

○　区民参加型ウェブサイト「すぎなみ学倶楽部」は、平成
22年度月平均39,076回の閲覧があるなど、件数は減少し
た ものの、区民主導　で広く杉並の魅力を発信し、区民の
地域に対する誇りと愛着を醸成しています。

【まとめ】　区政に関する情報発信が様々な制度を通じて豊
富になるとともに、区民の様々な意見がインターネットも活
用して区に寄せられ、三日ルールにより区政に迅速に
フィードバックされるようになりました。区政が区民にとってよ
り身近な存在になっています。

施策
番号

目標
年度

単位 年度

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

20年度 21年度

％ 58.6 54.0 70.0

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

６　今後の課題と方向性

○インターネットを利用した区政モニター、区のホームページを利用した区民意向調査、電子掲示板及び電子会議室の充実
を図り、ITを活用した区民の区政参加を促進します。特に、意見表明の機会が少ない傾向にある若年層の区政に対する意見
要望の把握に努めていきます。

○杉並の魅力を広く発信するウェブサイト「すぎなみ学倶楽部」の運営により、地域を再発見し、地域に対する誇りと愛着を醸
成します。

74 53.7 22
18年度

50.0

指標名

区の審議会・懇談会に参加
してみたいと思う区民の割
合

重
要
度

B

施策名

区民と行政の協働



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
（財源）国・都
からの補助金等

人件費比率 11.2

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤)

1,461,835千円人件費

総事業費
(①＋⑤)

979 1,043

人

475,618

161.65 4.80 149.17

政策経営部企画課

○区政を取り巻く環境の変化に的確に対応する、総合的・計画的な区政運営を推進する。そのために自主財源の
確保に努め、自律性をもって行政施策が実施できる財政基盤の確立を図る。
○区政情報の積極的な収集・提供と公開により、区民の知る権利の保障と説明責任を果たし、区民に開かれた区政
の推進を図る。
○すぎなみの魅力をより一層高め、区民が地域に誇りや愛着を持てるまちをつくる。

政　策
所管部

政策経営部、区長室

千円

千円

千円

21年度

12,019,8378,871,811369,961 16,356,632

１　政策目標

11,678,390

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 20政策名 創造的で開かれた自治体経営

２１世紀ビジョンの実現に向けて 分野番号 6分　野

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

22年度

実績
単位

計画 実績

20年度

9,081,006

441,477

747

政策評価表
作成課

1,043

513,682

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

○世帯の小規模化と少子高齢化の進展や、生活スタイルの変化、震災の影響等により、区民のニーズは多様化・増
大化しています。とりわけ、介護基盤の整備や保育施設の待機児童解消対策、災害に強いまちづくりへの取組を、
区民は強く要望しています。
○日本経済は、リーマン・ショック以降の経済危機を徐々に克服しつつありましたが、東日本大震災の影響による生
産活動の低下等から、先行きの不透明感が強まり、区の財政状況は極めて厳しい見通しです。
○広報紙の発行、窓口や電話対応等が、区民と区をつなぐ最も重要な情報共有の手段であることに変わりはありま
せんが、区政の透明性を求める意識が強まる中、ＩＴ技術の進展に伴い、利便性・即時性が高いインターネットやＳＮ
Ｓ等の各種メディアを活用した、多角的な情報提供の必要性が高まっています。

３　政策コスト

実績

13年度

実績
項　　目

29.53 160.69 32.8031.63

計画

30.71 154.69

453

166.25

133,233 320,085

1,558,610

千円

1,521,793

1,852,316 17,792,613 10,542,841

% 8.1 13.9

▲ 24.4%

10,430,421

▲ 41.4

13,541,630

1,482,355 1,435,981

1,319,146

474,467

171.59 32.54

1,626,574

13,304,964

28.4 27.6

12.2

千円 1,280,059 1,418,5041,386,7651,388,061 1,440,250

▲ 41.9

80.0 14.9



施策名

創造的な政策形成
と行政改革の推進

財政の健全化と財
政基盤の強化

区民に身近で開か
れた行政運営

重
要
度

A

A

B

指標名

区の事業・サービスに満足し
ている区民の割合

経常収支比率

ホームページ訪問者数

83.0 84.0 80.0 22
82.2

3,991,211 4,708,126
812,266.0

％

件
14年度

3,859,797

13年度
79.5

６　今後の課題と方向性

○創造的で開かれた自治体経営を推進するためには、多様化・増大化する区民ニーズを踏まえ、区職員の政策経営能力を
高め、区政情報の提供・公開の充実に努めるとともに、時代の変化に即した、より機動的な組織体制を構築していく必要があ
ります。また、東日本大震災等の影響により、区財政を取り巻く環境は今後更に厳しさを増すことが予想されます。そこで、引
き続き行財政改革に取り組むとともに、区民等との協働を推進し、財政の健全化・弾力化を図っていかなければなりません。平
成23年度中に策定する新基本構想と総合計画に基づき、効率的かつ効果的な、すぎなみの魅力をさらに高める自治体経営
を進めていきます。
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77 6,500,000

20年度 21年度

％ 76.2

４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

22年度 目標値

-

22

○基本計画・実施計画に基づき、区民が必要なときに必要な
サービスを受けることができるよう、創造的な施策の推進を図りま
した。
〔新たに取り組んだ主な施策〕
・南北バス「すぎ丸」の運行（平成12年度～）
・安全パトロール隊の設置（平成15年度～）
・駅前事務所の開設（平成15年度～）
・子育て応援券事業の実施（平成19年度～）
・長寿応援ポイント事業の実施（平成21年度～）など
○行財政改革実施プランに基づいて行財政改革を推進する中
で、起債残高の削減や区民税等の歳入確保を図り、財政規律の
維持・向上に努めました。
〔行財政改革の主な取組〕
・出張所等の統廃合の実施（平成13年度）
・区事業の民営化・民間委託等の推進（平成13年度～）
・コンビニ収納の実施（国民健康保険：平成15年度～、区民税・
軽自動車税：平成18年度～）
・納付センターの開設（平成20年度～）など
○行政評価制度の運用により区政の透明性の確保に努めるとと
もに、区ホームページ及び広報紙の充実を図るなど、開かれた
区政運営を進めました。
・行政評価制度の運用（全事務事業の評価：平成11年度～、政
策・施策評価：平成14年度～）
・区ホームページ、広報紙の刷新（平成20年度～）

○総合的・計画的な区政運営に努めた結果、平成23年度
の区民意向調査（速報値）による「区の事業・サービスに満
足している区民の割合」は72.1％でした。この数値は、年度
間で若干のばらつきはあるものの、概ね70％以上で推移し
ており、区政運営に対して一定の区民満足度が得られてい
るものと受け止めています。
○行財政改革に取り組み、起債の償還を進めた結果、平成
12年度に942億円あった区債残高は、平成22年度末で165
億円まで縮小しました。また、平成11年度に94.1％となって
いた経常収支比率は平成22年度決算時点で84％になるな
ど、財政の健全化・弾力化を進めることができました。
○区の情報発信については、平成23年度の区民意向調査
（速報値）による「区が発信する情報はわかりやすいとする
区民の割合」は、広報紙が76.1％という数値であったもの
の、区ホームページが50.1％、統計等資料や報告書が35
～37％台に止まっており、開かれた区政を進める上ではさ
らなる工夫・改善により充実を図る必要があります。

施策
番号

目標
年度

単位 年度

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

72.1 80.0
16年度

71.5
73.4



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
（財源）国・都
からの補助金等

8,560

人件費

総事業費
(①＋⑤)

事業費

(内)投資的経
費等

(内)委託費

職員数
(常勤｜非常勤)

人件費比率

337,402

19,480

１　政策目標

分　野

407,645 372,860

項　　目

千円

千円

千円

0

計画

政策評価表（基本計画＜13～22年度＞最終評価）

政策番号 21政策名 地域と行政の情報化

政　策
所管部

政策経営部

２１世紀ビジョンの実現に向けて 分野番号 6

21年度

総事業費伸び率
（計画比/実績比）

22年度

実績
単位

計画 実績

20年度

2,158,665

1,327,196 877,090

２　政策を取り巻く環境(社会情勢、国･都の動き、区民意見等)

○国は、平成22年7月に、行政コストの大幅な圧縮と行政サービスの質の向上、実質的な業務の標準化の進展を図ることを目
的に、地方自治体業務へのクラウドの導入を促進する取組内容と全国的展開に係るスケジュールを示すと共に、、総務大臣
をトップとする自治体クラウド推進本部を設置した。
○平成22年5月に、国が「新たな情報通信技術戦略」の中で示した国民ＩＤ制度について、平成23年４月に「社会保障・税に
関わる番号制度要綱」が発表され、府省・地方自治体間のデータ連携を可能とする共通基盤の構築に向けて、その取組を具
体化しつつある。
○こうした中、区では２１世紀ビジョンの実現のためITを活用し、電子申請サービスの拡充を始めワンストップやノンストップ等、
区民との情報共有の拡大や協働の充実、業務の生産性の向上等を進め、質の高い行政運営の実現を図っている。しかし、
サービスの利便性とスピードが向上する一方で、ITの活用・拡大は、新たな情報セキュリティの対策が必須事項となっている。

政策評価表
作成課

政策経営部情報システム課

○創造的で、開かれた自治体経営を目指して、情報通信技術を活用し、高品位なサービスを提供、区民との情報
共有や、協働、業務の生産性の向上を図るため、電子区役所の構築を推進する。

1,586,0192,066,1151,526,863 2,182,160

41.20 40.80

383,122 1,256,160 1,360,805

３　政策コスト

実績

13年度

実績

3,543

1,914,542

0.00 37.00 0.00人 0.000.00 38.0044.88 0.00

0

▲ 10.0

千円 362,263

千円

328,523

1,934,508 2,555,020 2,496,067 2,428,378 1,882,566

▲ 23.3

14.9 17.221.1% 14.6 13.5

0 0

1,513,813

979

817,280

41.34 0.00

368,753

0

▲ 22.5

19.6

千円

% ▲ 3.5

0 0

▲ 5.0



施策名

地域と行政の情報
化

重
要
度

A

指標名

ホスト系情報システム運用
率

-
20年度

99.9
99.9

６　今後の課題と方向性

○効果的な業務改革に向けて、現行システムの更新期を見据えた、業務とシステムの全体最適の姿を描いていく必要があり
ます。
○高度情報処理技術や通信技術の進展を踏まえた情報化の推進には、膨大な経費を必要としています。
○効率的な運用とコスト低減のため、規模の適正化と統合化による情報システムそのものの合理化を進めます。
○不安定な電力供給が続くことが予想される中でシステムの安定稼動を図るために、電子計算組織の運営方法について検
証を進めます。
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４　目標達成のための10年間の主な取組 ５　政策の総合評価（政策目標に対する達成度等）

７　政策を構成する施策（主な指標と重要度評価）

20年度 21年度

％ 100.0 99.3 100.0

○顧客志向の行政サービスの実現のために、行政サービスの大
幅な向上と情報格差の解消に努めた。
・区民のためのホームページ閲覧用機器設置（１２年度～）
・証明書自動交付システム処理開始（住民票・印鑑登録証明書・
税証明書）（１３年度～）
・電子調達サービス運用開始（１６年度～）
・電子申請サービス運用開始（１６年度～）
・住民基本台帳ネットワークシステムへの参加（２０年度～）
・杉並区行政手続等における情報通信の技術の利用に関する
条例施行（２１年度）
○行政経営の革新と基盤整備のために、行政情報の電子化を
推進し、最適なシステムの運用管理体制の構築を図った。
・一人一台ＰＣの設置（１３年度～）
・グループウェア導入（１３年度～）
・庁内情報系ＬＡＮからインターネットへの接続（１４年度～）
・インターネットメールの利用開始（１５年度～）
・統合内部情報システム(文書管理システム)稼動（１５年度～）
・ＬＧＷＡＮ接続（１５年度）
・庶務事務システム稼動（１６年度～）
・統合内部情報システム(財務会計システム)稼動（１９年度～）
・GIS運用開始（２０年度～）
・情報政策監設置（２１年度～）
○人材の育成とセキュリティ対策を進めた。
・杉並区情報化基本方針策定（１４年度）
・ＩＳＭＳ認証取得（ISO27001として継続）（１５年度～）
・杉並区情報セキュリティ基本方針策定（１５年度）
・IT調達ガイドライン策定（２１年度）
・ITサミット開催（２１年度）

○情報化基本方針・アクションプランに基づき、基盤の整備
を進めるとともに、TCO（総コスト）、EUC（ITの操作環境）、
セキュリティの視点でシステムの全体最適化を指向してき
た。
○グループウェアの導入による全庁的なネットワーク利用に
より、情報共有化は確実に進んでいる。中でも、一人一台
パソコン体制により、SwitchPCを利用しての情報共有化、意
思決定の迅速化、業務の効率化、紙資源の節約等、区の
諸政策への貢献度は極めて大きい。
○区民サービスの根幹をサポートするシステム開発・運用
に伴い、情報システム課、業務主管課にプロジェクト管理手
法が徐々に浸透し、業務遂行に変化がみられてきている。

施策
番号

目標
年度

単位 年度 22年度 目標値
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